













































































































































































































































































































































⒄　内田良「リスク・リポート 暴行・熱中症死 部活動顧問の民事責任問われず 国家賠償法の強固な壁」
〈http://bylines.news.yahoo.co.jp/ryouchida/20150801-00048064/〉（最終アクセス2015年12月24日）。
⒅　ウェブサイト「指導死 不適切な生徒指導の根絶へ」〈http://shidou-life.net/ooita2.html〉において，
竹田高校熱中症死亡事故における遺族（母親）の意見陳述が公開されている。それによれば，「（Kを）
こんな目に遭わせた人間を私は絶対に許しません！しかし，法でしか闘いようがないのです。法がなけ
れば絶対に仇討をしています！」という一文がある。このような，許せない，仇をとりたいという応報
感情がおそらく根底にあるのではないかと察せられる。
⒆　同ウェブサイト〈http://shidou-life.net/ooita1.html〉には「ご両親は，国賠法を変えるために高裁を
戦っていますが，最高裁まで争うことを視野に入れています。いま署名活動を続けていますが，集まっ
た署名は約32000筆。国賠法を変える後押しとしては，60～70万筆が必要とおふたりは考えています」
との記述がある。遺族の主張は，学校教育法11条（「校長及び教員は，教育上必要があると認めるときは，
文部科学大臣の定めるところにより，児童，生徒及び学生に懲戒を加えることができる。ただし，体罰
を加えることはできない」）に基づく公務上の正当な懲戒により生じた損害について，国家賠償を否定
するものではないが，違法な体罰や八つ当たり，ハラスメント等の場合，まず教師の個人責任を問うべ
きというものである。「剣太の会」facebook コミュニティページで署名用紙を確認できる（〈https://
www.facebook.com/235348386600798/photos/a.235395926596044.58919.235348386600798/487304888071
812〉）が，その趣旨として記載されているのは「私たちは，教員の個人責任を認める判決を求めます！」
ということであり，具体的に「国賠法を変えるため」の署名ではなく，最高裁判所に判例変更を求めた
ものと理解することができる。
⒇　最高裁判所民事判例集９巻５号534頁，裁判所時報184号４頁，最高裁判所裁判集民事18号287頁。
21　渋谷秀樹『憲法〔第２版〕』（有斐閣，2013年）490頁。
22　同上。
23　篠田省三「国家賠償法一条と公務員個人の責任─芦別国賠請求事件上告審判決─」西村宏一・幾代
通・園部逸夫編『国家補償法大系３・国家賠償法の判例』（日本評論社，1988年）295頁。
24　同上。
25　宇賀克也『国家責任法の分析』（有斐閣，1988年）445頁。
26　同上。
27　阿部泰隆・兼子仁・村上順『判例コンメンタール〈特別法〉国家賠償法』（三省堂，1988年）184頁。
28　西埜章『国家賠償法コンメンタール〔第２版〕』（勁草書房，2014年）730頁によると，「公務員が納得
して求償権の行使に応じた例はいくらかあるが，訴訟になるのは極めて稀である」という。総務省「国
家公務員退職手当の支給の在り方等に関する検討会（第６回）（2008年２月22日）配付資料（資料５）「国
家賠償法の求償における重過失要件について」〈http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/komuin_
taishoku/pdf/080222_1_si5.pdf〉（最終アクセス2015年12月24日）も参照。
29　西埜・同上，731頁。
30　西埜・同上，732頁。
31　ただし，国家賠償請求訴訟の既判力は当該の公務員に及ばないため，国家賠償請求訴訟で故意重過失
が認定されたとしても，公務員への求償訴訟においてはそれを争うことができるし，国や公共団体がも
ともと過失がないとしていたとしても，求償訴訟で主張を転じることはできる。
32　阿部泰隆「国家賠償法上の求償権の不行使からみた行政の組織的腐敗と解決策」自治研究87巻９号８
頁以下。阿部は，防衛庁内の求償権不行使事例の実態を情報公開その他によって明らかにし，「なるべ
く求償権を行使せずに仲間を守ろうとしている」ことを実証している。この事件は毎日新聞が2002年５
国家賠償法１条２項における「重過失」
─　　─71
月28日に「情報公開請求者リスト，100人以上の身元を調べ幹部ら閲覧─防衛庁」と題して一面記事で
スクープしたもので，防衛庁が，情報公開請求した市民の氏名，住所，請求内容などをリスト化し，さ
らに「反基地運動の象徴」「反戦自衛官」等の記載や，請求時に申告されておらず追跡調査で入手した
とみられる旧姓や職業等の情報まで集約した資料を作成し，庁内ネットワークで閲覧させていたという
問題である。リストに載せられた新潟の弁護士と東京の作家がそれぞれ国家賠償請求訴訟を提起し，こ
のうち東京の訴訟ではリストを作成した三等海佐の故意を認定したため，求償が行われた。他方，新潟
の訴訟の判決では明確に故意と記載されなかった。そこで，海上幕僚監部の首席法務官付法務室長であ
る一等海佐が，「「およそ隊員が主観的に『組織のため』と考えて行動した以上，いかなる責任も問うべ
きではない」との誤った考えの下，求償阻止工作を開始したようである」と阿部は指摘する。
33　阿部・同上，30頁以下。
34　判例タイムズ504号128頁。
35　判例地方自治241号47頁，なお信澤久美子による評釈として判例地方自治252号115頁も参照。
36　最高裁判所民事判例集11巻７号1203頁。
37　これは「失火ノ責任ニ関スル法律」但書にいう「重大ナル過失」が争点となった事案であり，結論と
して重過失は認められていない。一般の不法行為においては，通常の過失によって生じた責任は行為者
が負うものとされる（民法709条）が，失火責任法においてはその要件を重過失に修正し，民法709条を
適用しないものと定めている（民法第七百九条ノ規定ハ失火ノ場合ニハ之ヲ適用セス但シ失火者ニ重大
ナル過失アリタルトキハ此ノ限ニ在ラス）。これは，失火の際には「家財を失っていて哀れむべき状態
にあること，火災は拡大しやすく損害賠償責任が膨大になる可能性があること，わが国では火災は自然
災害と同視されていることなどの理由から」1899年に制定された（平野裕之『コア・テキスト民法Ⅵ事
務管理・不当利得・不法行為』（新世社，2011年）199頁）。こんにちにおいて火災保険が普及したのも，
失火責任法による個人免責があることで，各自で災害に備える意識が高まったものとも考えられる。
38　内田・前掲注⒃。
39　判例時報2254号27頁。
40　判例タイムズ1280号72頁，判例時報2029号42頁。なお，拙稿「学校事故の民事責任─部活動中の落雷
被災と引率指導者の安全配慮義務─」教育と研究（早稲田大学本庄高等学院紀要）33号（2015年）29～
41頁参照。
41　独立行政法人日本スポーツ振興センターに関する省令（2003年10月１日文部科学省令第51号）別表。
42　重要な最高裁判例に，予防接種による後遺障害発生に対し，国家賠償法１条による救済を認めたもの
がある（最高裁第二小法廷1991年４月19日判決。判例時報1386号35頁，判例タイムズ758号118頁）。こ
の事件は過失の要件該当性について公務員の注意義務の程度を厳しくすることで肯定したものと評価で
きるが，これについて渋谷は「実質的に無過失責任を認めることになる」としながらも，「危険の公平
な負担，特別犠牲に対する救済を基本理念とするもの」であるから，「無過失で適法な行為による生命・
身体に対する侵害があり，それが公共の利益のために必要な行為である場合には，損失補償によって救
済すべきである」と述べる（渋谷・前掲注21）。
43　2013年，凄惨な体罰により懲戒免職処分を受けた大阪市立桜宮高校バスケットボール部の監督には，
寛大な処分を求める嘆願書が多数届けられたという。現代もなお，運動部の指導においては多少手が出
てしまうのも愛情とされ，むしろ「熱心でいい先生だ」と評価されるのが世論の実情なのではないかと
思われる。
